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山形県教育委員会の活動状況 

 

１ 教育委員会の開催 

 （１）山形県教育委員会会議規則（昭和35年４月教育委員会規則第４号）により、毎月１回定例

会を開催することとしているほか、委員長が必要と認めた場合において、臨時会を開催する

こととしている。 

（２）教育委員会会議については原則公開としているが、報道機関以外の傍聴者が少なかったこ

とから、ホームページ等による会議開催予定及び傍聴手続等の周知を検討する。 

（３）教育委員会会議の内容について、平成１９年度より、県ホームページに会議の概要及び会

議資料（秘密会の議決があった議案を除く）を公開し、県民の理解が得られるよう努めた。 

なお、平成19年度の開催状況は以下のとおり。 

 

４月定例会（19.4.19） 

○議事 

(1) 平成19年度山形県教科用図書選定審議会委員の委嘱（任命）について 

(2) 山形県産業教育審議会委員の委嘱（任命）について 

５月定例会（19.5.24） 

  ○報告 

   (1) 村山地区に新設する特別支援学校の校名について 

○議事 

(1) 山形県文化財保護条例第４条の規定に基づく有形文化財の指定について 

   (2) 山形県文化財保護条例第５条の規定に基づく山形県指定有形文化財の指定の解除に 

ついて 

(3) 教職員の人事に係る臨時専決処理の承認について 

   (4) 山形県立図書館協議会委員の委嘱（任命）について 

(5) 山形県立博物館協議会委員の委嘱（任命）について 

６月定例会（19.6.14） 

  ○報告 

   (1) 子どものいのちを守る強化月間について 

   (2) 公立学校施設の耐震改修状況調査結果について 

   (3) 山形県立特別支援学校の小学部及び中学部における平成20年度使用教科用図書につ 

いて 

  ○議事 

(1) 平成20年度山形県立高等学校の入学者募集について 

(2) 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第29条の規定に基づく意見について 

７月定例会（19.7.24） 

  ○報告 

    (1)  山形県立高等学校並びに山形県立特別支援学校の高等部における平成20年度使用教 

科用図書について 

    (2)  平成19年度第１回山形県世界遺産育成学術研究会の概要について 

○議事 

(1)  職員の人事に係る臨時専決処理の承認について 

(2)  教職員の人事について  

(3)  地方教育行政の組織及び運営に関する法律第29条の規定に基づく意見に係る臨時専 

決処理の承認について 

    (4) 山形県立特別支援学校の小学部及び中学部における平成20年度使用教科用図書の採択 

について 

８月定例会（19.8.27） 

○報告 

(1)  平成19年度全国高等学校総合体育大会等の結果について 

○議事 

(1) 博物館法第12条の規定に基づく博物館の登録について 

(2) 山形県立高等学校並びに山形県立特別支援学校の高等部における平成20年度使用教 

科用図書の採択について 

９月定例会（19.9.13） 

 ○報告 

   (1)  第34回東北総合体育大会の結果について 

   (2)  第62回国民体育大会山形県選手団の概要について 

   (3)  教育委員会関連平成19年度９月補正予算（案）の概要について 

○議事 

(1) 県立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する条例施行規則 

の一部を改正する規則の制定について 

(2) 山形県教育委員会の所管に属する公益信託の引受けの許可及び監督に関する規則の 

一部を改正する規則の制定について 

(3) 平成19年度山形県教育功労者表彰被表彰者の決定について 

(4) 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第29条の規定に基づく意見について 

(5) 平成20年度公立学校教職員人事異動方針について 
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１０月定例会（19.10.25） 

○報告   

(1)  全国学力・学習状況調査の結果について 

(2)  山形県公立高等学校入学者選抜方法改善検討委員会報告について 

(3)  第62回国民体育大会の結果について 

○議事 

(1)  平成19年度山形県教育功労者表彰被表彰者の一部変更に係る臨時専決処理の承認に 

ついて 

(2)  市町村立学校職員給与負担法に規定する学校職員の旅費に関する条例の施行規程の 

一部を改正する規則の制定に係る臨時専決処理の承認について 

(3)  山形県立高等学校管理運営規則の一部を改正する規則の制定について 

(4) 平成20年度山形県立高等学校及び山形県立特別支援学校の高等部の入学者募集につ 

いて 

    (5) 平成21年度山形県立高等学校入学者選抜基本方針の決定について 

１１月定例会（19.11.26） 

 ○報告 

   (1)  高畠高校女子生徒遺族の記者会見について 

   (2)  平成20年度３月高等学校卒業予定者の就職内定状況（10月末現在）について 

   (3)  平成20年度山形県公立高等学校入学者選抜に係る推薦入学者選抜実施校の募集人員 

等について 

(4)  犯罪のない安全で安心して暮らせるまちづくり条例に係る指針について 

○議事 

(1)  山形県教育委員会事務局組織規則の一部を改正する規則の制定について 

(2)  教育機関の組織及び運営に関する規則の一部を改正する規則の制定について 

(3) 山形県障がい児就学指導委員会規則の一部を改正する規則の制定について 

(4) 県教育委員会事務局職員、県立学校その他の教育機関の職員及び市町村立学校職員の 

日額旅費支給規程の一部を改正する訓令の制定について 

(5) 特別支援学校の管理運営に関する規則の一部を改正する規則の制定について 

(6) 山形県教育委員会職員倫理規程の設定について 

(7)  地方教育行政の組織及び運営に関する法律第29条の規定に基づく意見について 

１２月定例会（19.12.20） 

  ○報告 

    (1)  民間人校長の登用について 

 

○議事 

(1)  山形県文化財保護条例第20条の規定に基づく無形文化財の指定について 

(2)  山形県文化財保護条例第31条の規定に基づく史跡の指定について 

(3)  山形県文化財保護条例施行規則の一部を改正する規則の制定について  

(4)  山形県教育委員会における押印の見直しのための整理に関する規則の設定について 

(5)  山形県教育委員会の職員の人事に関する手続規程の一部を改正する訓令の制定につ 

いて 

(6)  山形県立博物館協議会委員の解嘱について  

(7)  教育委員会職員の人事について 

(8)  教職員の人事について  

１月定例会（20.1.24） 

○報告 

(1)  世界遺産暫定リスト候補資産提案資料について 

(2)  平成20年３月高等学校卒業予定者の就職内定状況について 

(3)  第26回全国都道府県対抗女子駅伝競走大会山形県選手団の成績等について 

○議事 

(1) 学校教育法施行細則の一部を改正する規則の制定に係る臨時専決処理の承認につい 

て 

(2) 山形県立高等学校管理運営規則の一部を改正する規則の制定に係る臨時専決処理の 

承認について 

(3) 山形県立高等学校の授業料等徴収条例施行規則の一部を改正する規則の制定につい 

て 

(4)  山形県スポーツ振興審議会委員の委嘱（任命）について 

(5)  教職員の人事について 

２月定例会（20.2.18） 

○報告 

(1) 「平成20年度学校教育指導の重点」について 

○議事 

(1)  財団法人の解散の許可について 

(2)  地方教育行政の組織及び運営に関する法律第29条の規定に基づく意見について 

３月定例会（20.3.16） 

○報告 

(1)  山形県立青少年教育施設のあり方（報告）について 

(2)  村山特別支援学校の開設準備状況について 
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(3)  平成19年度山形県産業教育審議会について 

(4)  第63回国民体育大会冬季大会等の県選手団結果について 

○議事 

(1) 指導改善研修に関する規則の設定について              

(2) 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第47条の２第２項に規定する手続に関す 

る規則の一部を改正する規則の制定について              

(3)  市町村立学校職員給与負担法に規定する学校職員の旅費に関する条例の施行規程の 

一部を改正する規則の制定について             

(4) 県教育委員会事務局職員、県立学校その他の教育機関の職員及び市町村立学校職員の 

旅費の調整の基準の一部を改正する訓令の制定について    

(5) 県教育委員会事務局職員、県立学校その他の教育機関の職員及び市町村立学校職員の 

旅費の調整の基準の特例の一部を改正する訓令の制定について 

(6) 県教育委員会事務局職員、県立学校その他の教育機関の職員及び市町村立学校職員の 

日額旅費支給規程の一部を改正する訓令の制定について    

(7) 財団法人の解散の許可について 

(8) 社団法人の解散の許可について 

    (9)  教育委員会職員の人事について 

    (10) 教職員の人事について 

    (11) 山形県教育委員会教育長の任命について 

３月臨時会（20.3.28） 

○報告 

(1) やまがた教育「Ｃ」改革の在り方について（中間報告書）    

(2) 少人数教育の在り方について（中間報告書） 

○議事 

(1) 山形県教育委員会事務局組織規則の一部を改正する規則の制定について 

(2) 教育委員会の権限に属する事務の一部を教育長に委任し又は専決させる規則の一部 

を改正する規則の制定について   

(3) 教育機関の組織及び運営に関する規則の一部を改正する規則の制定について 

(4) 職員の駐在制度に関する規則の一部を改正する規則の制定について 

(5) 山形県立高等学校管理運営規則の一部を改正する規則の制定について 

(6) 特別支援学校の管理運営に関する規則の一部を改正する規則の制定について 

(7) 山形県教育財産管理規則の一部を改正する規則の制定について 

(8) 山形県教育委員会文書管理規程の一部を改正する訓令の制定について 

   (9) 山形県教育委員会公印規程の一部を改正する訓令の制定について 

(10) 山形県教育委員会職員服務規程の一部を改正する訓令の制定について 

(11) 山形県教育委員会職員の人事に関する手続規程の一部を改正する訓令の制定について      

(12) 山形県立学校職員の勤務時間及び休暇等に関する条例施行規則の一部を改正する規 

則の制定について       

(13) 山形県立学校職員服務規程の一部を改正する訓令の制定について 

(14) 山形県教育委員会教育長の給料月額の決定について 

(15) 教職員の人事について  

 

２ 教育懇談会の開催 

  県教育委員が、教育関係者をはじめ県民から幅広く意見を聴き、教育現場の実情把握に努め、

それらを教育施策に反映させることを目的として開催した。 

 

(1)置賜地区（19.9.5） 

     ①学校訪問（県立長井工業高等学校、長井市立長井北中学校） 

     ②置賜地区中学校教員と意見交換 

(2)村山地区（19.11.16） 

    地区の小・中学校教員と意見交換 

 

３ 教育委員協議会の開催 

  当面する検討課題等について意見交換を行った。 

   (1) 学校教育におけるコミュニケーション力の育成について（19.7.11） 

(2) 「魅力ある教師づくりのためのゆとり創造調査」について（19.8.2） 

(3) 教育関連三法の改正について（19.10.10） 

(4) 学習指導要領について（19.10.10） 

(5) 「山形県公立高等学校入学者選抜方法の改善について（報告）」の内容について（19.12.13） 

   (6) 第５次山形県教育振興計画について（19.12.13） 

   (7) 「Ｃ」改革について（20.1.9） 
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２ 教育委員会の事務の点検・評価 
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（重点項目）一人ひとりの個性と世界に通じる能力を伸ばす質の高い教育の展開 

 １ 自主性や社会性を育み、確かな学力を身につける質の高い教育の展開 

事業計画  事業実施状況 達成目標 達成状況の点検・評価 今後の対応 

(1)｢いのちの教育｣の推進 

第５次山形県教育振興計画の柱に据えた、いのち

の大切さと生き方等について学ぶ｢いのちの教育｣

を学校・家庭・地域で推進する。 
① 指導資料「いのちの教育」を活用し、「いのち」(生
命尊重、自尊感情等)を大切にする心を育む。 
② 「いのちの教育」推進会議を中心に、ＰＤＣＡの

手法を取り入れた体系的実践的な「いのちの教育」

の推進を図る。 
（いのちの教育推進会議→指導資料等への反映と教

育の実践→推進部会による実施状況の検証→推進会

議へのフィードバック→次年度計画への反映） 
③ 推進会議の提言に基づき、実践事例や学校におけ

る進め方、地域、家庭の連携の仕方等を盛り込んだ

副読本の機能を併せ持つ「いのちのブック」を作成

する。 
④ いのちの教育サポーターを募集し地域や学校で支

援活動を行う。 
⑤ 「子どものいのちを守る強化月間」を実践的に活

かす取組みとして児童生徒が主体的にいじめ防止に

取り組む活動等への支援を行う。 
 

① 「いのちの教育」等

の指導資料に基づく授業

を実施 
② 推進会議を４回実施

「いのちのブック」の編

集内容及び「いのちの教

育」のより一層の推進策

を検討 
③ ７月より「いのちの

ブック」の編集方針を確

認し、３月に完成、送付 
④ 各教育事務所毎に

「いのちの教育サポータ

ー」を育成し、27名のサ

ポーターが各所で活躍 
⑤「いのちを守る強化月

間」において各校でチェ

ックを行い、その結果を

もとに再点検を実施 
児童生徒主体のいじめ

防止活動を実践し、いじ

め撲滅の機運が向上 

｢学習に対する

意識等調査(小学
校５年生対象)｣ 

(県単独調査)

で、｢どんなこと

でもできるよう

になるまで努力

していますか｣と

の設問への肯定

的な回答割合： 
６８％  

（参考）平成１８

年度実績：６５％ 
 

未達成 
６７％ 

・目標値には至らな

かったが、一定程

度、事業推進の効果

が反映された。 

「いのちの教育」は５教

振の柱であり、今後更に「い

のちの教育」推進会議を中

心に、「いのちのブック」の

一層の活用や、「いのちの教

育サポーター」の充実を図

りながら、やまがた教育

「Ｃ」改革を推進軸として、

引き続き、コミュニケーシ

ョン・スキルの教育も取り

入れながら「いのちの教育」

の普及を図っていく。 
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事業計画  事業実施状況 達成目標 達成状況の点検・評価 今後の対応 

(2)少人数教育の推進と効果検証 

  少人数教育を推進し、児童生徒一人ひとりに応じ

た適切な指導や温かい人間関係づくりを通じて、学

習への関心・意欲を高め、学力の向上や不登校の減

少を図るほか、少人数教育の効果検証にも取り組む。  

年３回にわたる少人数

再構築会議を開催し、効

果検証を進め、中間報告

書のとりまとめを実施 

① ｢学習に対す

る意識等調査(小
学校５年生対

象)」で、｢よくわ
かる｣･｢大体わか

る｣との回答の割

合：７６％ 
(参考) 
平成１８年度実

績：６７％ 
 
② 少人数教育

再構築会議にお

いて２１年度実

施に向けた新プ

ランへの方向性

の提示 

① 未達成 
６７％ 

・実践事例集の作成

や研修会の実施に

より、県内の優れた

取組みを普及する

ことで指導方法の

改善を図った。 
 
 
 
② 達成 
・新プランへの方向

性を提示した中間

報告書を作成、各小

中学校へ送付する

ことにより、今後の

少人数教育の在り

方の方向性を示し

た。 

やまがた教育「Ｃ」改革

の推進により、「心が通い合

う教育」を実現し、子ども

一人一人に応じた教育の充

実、不登校の減少等に努め

ていく。 

 
 
 
 
 
市町村教育委員会や校長

会から意見を聴取し、少人

数教育再構築会議の協議資

料として活用しながら、検

証結果をもとに少人数教育

の在り方を検討していく。 
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事業計画  事業実施状況 達成目標 達成状況の点検・評価 今後の対応 

(3)｢社会力｣の育成等  

 ① 社会生活の基礎となるコミュニケー

ション力の育成を戦略的に進めるとと

もに、学校、家庭、地域におけるコミュ

ニケーション活動の具体的展開を図る。 
  
② 青少年の「社会力」を育成するために

は、様々な体験活動を通じて、多くの人

や社会と関わる機会を設けることが重

要であることから、｢山形方式｣と呼ばれ

る地域単位の青少年ボランティア活動

の充実を図る。 
  
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
① 初等教育コミュニケー

ション調査研究会中間報

告書を作成し、３月２５

日に教育長へ提出。４月

中旬に県内公立全小・中

学校へ送付 
 
 
②  地域貢献活動情報セン
ターの設置による地域青

少年ボランティアサーク

ルの普及促進 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
① 戦略的取組み方針の

決定と具体的コミュニ

ケーション活動への着

手 
 
 
 
 
② 県内で活動する地域

青少年ボランティアサ

ークル新規４団体の増

加 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
① 達成 
・コミュニケーショ

ンの視点から学校

経営の見直しに着

手 
 
 
 
② 達成 
・ボランティアサー

クル新規５団体の

増加 
・各地域貢献活動情

報センターでの事

業推進の結果、目標

を上回る成果があ

った。 
 
 
 
 
 

 
① やまがた教育「Ｃ」改

革の推進により、「コミュ

ニケーション活動の展

開、学校経営見直しの具

体化を図り、各学校にお

ける取組の推進を図って

いく。 
 
② ボランティア活動は、

他者との関わり合いの中

で社会力を高める場であ

り、今後、「ＹＹボランテ

ィアセミナー（中高生対

象のボランティアセミナ

ー）の実施などにより、

地域青少年ボランティア

活動のさらなる活性化を

図っていく。 
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事業計画  事業実施状況 達成目標 達成状況の点検・評価 今後の対応 

③ 幼児期は生涯にわたる人間形成の基

礎を培い、社会の一員としてより良く生

きるための土台をつくる重要な時期で

あることから、「家庭」、「幼稚園・保育

所等」、「地域」が一体となって、共に育

む(幼児共育)取組みを推進する。 
 
 
 
 
 
 
④ 放課後や週末における子どもたちの

安全で健やかな居場所を確保し、地域に

根ざした総合的な放課後対策を図るた

め、「放課後子どもプラン」を推進する。 
 

③ 幼児共育講座の開催 
 幼稚園３７ヶ所、保育所

８５ヶ所、計１２２ヶ所 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
④ 年３回の推進委員会、

年２回のコーディネータ

ー研修会を開催、３月末

現在の「放課後子ども教

室」の実施ヶ所数は９２

ヶ所 

③ 幼児共育講座を  

１３０ヵ所で開催   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
④  「放課後子ども教
室」、「放課後児童クラ

ブ」のいずれかが開設

されている小学校区の

割合：６５％ 
 

③ 未達成 
・「幼児共育」講座

を１２２箇所で開

催 
・各幼児施設の諸事

情により目標数値

を下回った。 
 
 
 
 
 
④ 達成 
・「放課後子ども教

室」、「放課後児童ク

ラブ」のいずれかが

開設されている小

学校区の割合： 
６６.３％ 

 
 
 
 
 

③ 幼児共育の講座展開は

20年度より「幼児共育ふ

れあい活動」事業に移行

し、親子のふれあい活動

の実践を通して子どもの

社会力を育んでいく。 

また、3ヵ年の取組み

のデータを基に、「幼児共

育アクションプログラ

ム」の策定を行い、幼児

共育の実践に繋げる。 

 

④ より多くの小学校区で

の実施をめざすととも

に、コーディネーター研

修会等を通じて、さらに

地域と学校の連携を進

め、放課後子ども教室で

は、子どもが活動プログ

ラムを選択できるなどの

質的な向上を図ってい

く。 
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事業計画  事業実施状況 達成目標 達成状況の点検・評価 今後の対応 

(4)食育の推進 

食を通じて人や自然に感謝する心を育て、

また人として社会に関わるための当然の作

法を身につけさせるなど、生きていくために

必要な事柄を食に結び付けて指導し、学校か

ら子どもたちへ、家庭へ、そして地域へ食育

の輪を広げていく。 
① 幼稚園から高等学校まで配布（H18）した

食育体系指導書を活用し、幼稚園には普

及・啓発を、学校では学校栄養士や教員が

給食の時間や各教科の授業において食育指

導を行う。  
② １7 年度から制度化された栄養教諭を学
校現場に配置し、学校、家庭、地域が連携

した食育活動の推進を図るとともに、給食

等にも地場産物を積極的に活用し、地域が

見える手触り感のある食育を推進する。 
③ 朝食の欠食、孤食の増加等といった不適

切な食習慣や家庭内のコミュニケーション

の欠如に鑑み、農林水産部と連携しながら、

食育活動を通してそれらの改善を図るとと

もに、学校における「家族団らんの日」の

実施に向け普及・啓発を進める。 
 

①・食育担当指導主事会議、

栄養教諭・学校栄養士等研

修会において、食育体系指

導書の市町村への活用指導 
・各学校へ食育の普及啓発

資料配布 
・小中学校では、学校給食

を中心に様々な取組みを実

施。幼稚園でも、幼児共育

等における取組みあり。高

校では、家庭科の授業等を

利用し実施 
② 栄養教諭４名を各地区

の小学校に配置し、配置校

では食育推進組織を立上

げ、教職員の連携強化や給

食試食会等を実施 
③・各学校へ「家族団らん

の日」普及啓発資料を配布 
・「家族団らんの日」を一層

推進するため、県立学校へ

一斉退校日設定の通知（平

成 20年度開始） 

①-1 幼稚園から高校ま
での食育体系指導書を活

用した食育活動の実施 
 
 
①-2 食育の内容を含む
幼児共育講座１３０ヶ所

の実施 
 
 
②-1 栄養教諭配置校(拠
点校)における食育推進
組織の立上げとモデル化 
 
②-2 栄養教諭の市町村
食育推進計画策定への参

画と計画実施 
 
②-3 栄養教諭の現員数
５名以上の新規配置に向

けた採用  
③ 学校における「家族団
らんの日」の実施 
 

①-1達成 
・食育体系指導書を

活用した食育活動

を実施 
 
①-2未達成 
・１２２箇所におけ

る実施 
 
 
②-1達成 
・栄養教諭配置校で

食育推進組織立上

げ完了 
②-2達成 
・配置した４市町で

食育推進計画策定

に参画 
②-3達成 
・栄養教諭の７名の

新規採用 
③達成 
・学校における「家

族団らんの日」実施 

①-1 小・中学校では、学
校の実情に応じた食育が展

開された。今後は、幼稚園・

高校における食育の一層の

推進を図っていく。 
①-2 食育を県民運動とし
て推進するとともに、「幼児

共育アクションプログラ

ム」に食育を位置づけ普及

促進する。 
②-1 教職員が一体となっ
て食育に取組むことによ

り、家庭・地域への普及・

啓発を加速する。 
②-2 地域における食育を
一層推進する。 
 
 
②-3 7名の新規採用によ

り、学校・地域における食

育を一層推進する。 
③ 更なる「家族団らんの

日」の推進等を通じ親への

食育啓発も同時に図る。 
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事業計画  事業実施状況 達成目標 達成状況の点検・評価 今後の対応 

(5)特別支援教育の推進 

   障がいのある児童生徒に対する教育は、中央教育
審議会の答申等を踏まえ、従来の特別な場で教育を

行う｢特殊教育｣から、障がいのある児童生徒一人ひ

とりのニーズに応じた適切な指導・支援を行う｢特別

支援教育｣に転換が図られてきていることから、本県

の現状と課題を踏まえた将来的な本県の特別支援教

育の在り方についての検討会を設置し、「特別支援教

育推進プラン」を策定する。 
    また、小・中学校全校で指名された特別支援教育
コーディネーターに対する研修を実施し、通常の学

級における配慮ある指導の推進に努める。 
 
 
 

① ８月より５回にわた

る「特別支援教育の在り

方検討会」を開催し、検

討会からの提言を受領。 
 
 
② 校章作成作業部会を

４回、教育課程等作成作

業部会を 5回開催。３月
に開催した県立村山特別

支援学校開校準備委員会

において、 教育課程案等
を決定して開校準備を完

了 

①「特別支援教育

推進プラン」（仮

称）の策定 
 
 
 
②村山養護学校

（仮称）の平成 
２０年度開校に

向けた準備完了 
 

① 未達成 
・年度内に検討委員

会の提言を受けた

が、次年度に策定 

 
 
② 達成 
・開校準備完了 
 

① パブリックコメントを

経て、平成２０年９月まで

に県の「特別支援教育推進

プラン」を策定し、プラン

に基づく施策に取り組む。 
 
② 平成２０年４月、村山

特別支援学校及び村山特別

支援学校楯岡校を開校予

定。（小・中学部、高等部合

わせて５４名が在籍予定） 

児童生徒一人ひとりのニー

ズに応じた適切な指導・支

援を行っていく。 

(6)私学の教育条件の向上 

  私立の幼稚園・高等学校の教育条件向上に向け、

各学校等が行う｢教員の資質向上｣、｢国際化推進｣、

｢きめ細かな学習指導(保育)｣等のための特色ある取
組みに対し助成を行う。 

 
私立幼稚園・高等学校

の｢特色ある取組み｣実施

に対して助成 

 
私立幼稚園の

｢特色ある取組

み｣実施率： 
９２％ 

 
達成 

・私立幼稚園の｢特

色ある取組み｣実施

実績：９９％ 
（87園中 86園） 

 
各学校等の特色ある取組

みの促進を図っていく。 
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事業計画  事業実施状況 達成目標 達成状況の点検・評価 今後の対応 

(7)高等学校の再編整備 

少子高齢化、国際化、情報化などの社会の変化や、

産業・就業構造の変化と生徒の進路意識の変化など、

新しい時代に対応した高校教育改革を実現するため、

「県立高校教育改革実施計画」に基づき、高等学校の

再編整備を推進する。また、県関係部局と連携し、生

徒の交通手段の視点を入れた再編に努める。 
① 酒田新高校（仮称）の開校に向けて、準備を進める。 
② 再編整備計画に基づき、北村山地区の県立高校の再

編整備について検討する。 
③ 連携型中高一貫教育の実践を踏まえ、新たな中高一

貫教育の在り方について検討する。 
  

①・構想検討委員会の開

催 

・教育基本計画策定委員

会の開催 

・構想検討委員会｢報告

書｣作成 12/21 

・酒田新高校に係る地域

説明会の開催 3/15 

・「教育基本計画」策定 

3/28 

②第３回～第５回の検討

委員会を開催し｢報告書｣

作成 2/15 

③ 第３回～第５回の検

討委員会を開催し｢報告

書｣作成 1/30 

① 酒田新高校

（仮称）の開校準

備 
② 北村山地区

の高校再編整備

に係る検討委員

会「報告書」の作

成 
 
③ 中高一貫教

育に関する検討

委員会「報告書」

の作成 
 
 
 

① 達成 
・計画通り開校準備

が進捗 
② 達成 
・2/15「報告書」作

成 
 
 
 
③ 達成 
・1/30｢報告書｣作成 
 
 
 
 

引き続き、地域との十分

な話し合いを行いながら、

平成２０年度は、次の取組

みを行っていく。 
① 酒田新高校(仮称)開校
整備委員会の設置、開校準

備スケジュールの作成 
② 北村山地区の高校再編

整備計画の策定 
③ 中高一貫教育に係る設

置構想の策定 
 

(8)県立学校施設等の耐震改修 

① 児童生徒の安全確保、及び災害時における避難所と

しての役割などの観点から、県立学校施設の耐震診断

と耐震改修を計画的に進め、早期完了を目指す。 
② 市町村立学校（小、中、高）及び私立学校の学校施

設についても、耐震診断・耐震改修の促進を働きかけ

る。 

①・ 予定していた１２棟
の耐震補強工事を全て完

了 
・ 実施する必要がある耐
震診断は全て完了 
②・市町村へは説明会ま

た文書で耐震化を要請 

県立学校施設

の耐震化率： 
６２％。 

達成 
・県立学校施設の耐

震化率： 
６３．５％ 

 

「山形県県有施設耐震改

修実施計画」に沿って、着

実に耐震化に取り組んでい

く。また、市町村立学校の

耐震化の促進に向けて働き

かけていく。 
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 ２ 長所を伸ばし、時代を先駆ける力を高める教育の展開 

事業計画  事業実施状況 達成目標 達成状況の点検・評価 今後の対応 

(1)英語コミュニケーション能力の育成 

  国際化の進展にあわせ、｢英語が使える人材｣の育

成強化を図るため、小中高一貫した英語教育を基本

方針とし、英語コミュニケーション能力の更なる向

上に努める。 
 ① 県内 10の小学校を拠点校に指定し、学習プログ

ラムの実践や公開授業等を通して、小学校段階か

らの英語活動の充実を図る。 
 ② 小学校教員（約 20名）を対象にした英語活動指

導者の養成研修、及び中学・高校の英語教員を対

象とした実践的英語研修を行う。 
 ③ 中学・高校生英語キャンプを実施する等、実践

的な英会話能力の向上を図るほか、英語検定合格

者増加への取組みを強化する。 

① １０月からの小学校

英語活動に関するプロ

グラム実践の成果を２

月２５日の第２回連絡

協議会で発表。この連

絡協議会を公開したと

ころ、県内の小学校、

教育委員会から３０名

が参加 
② 小学校英語活動指導

者養成研修を３回実

施。中学・高校の英語

教員を対象とした実践

的英語研修をそれぞれ

３日間ずつ実施 
③ 中学生英語キャンプ 
中学生２２名が参加。

高校生英語キャンプ 
９７名参加 

英語検定２級

合格者数の増加

（前年度を上回

る合格者数） 
 

達成 
・英語検定２級

合格者 
平成 19年度

（カッコ内は

平成 18年度） 

受検者 1,372

名（1,248名） 

合格者 284名

（254名） 

 
 

引き続き英語キャンプ事業等

を通じ、実践的な英語コミュニ

ケーション能力の向上に取り組

む。 
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事業計画  事業実施状況 達成目標 達成状況の点検・評価 今後の対応 

(2)高い志を持つ生徒の自己実現に向けた支援 

  医学部等理数系難関進路希望の実現に向けた支援

等、生徒一人ひとりの希望や能力・適性等を活かし

た指導を通じて学力の充実を図り、理系学部を中心

とした大学進学者数の増加を図る。 
 
 

・「ｽｰﾊﾟｰ医進ｾﾐﾅｰ（高校

1年生対象）」→115名参

加。英数の集中講義、医

学部学生による講演会 

・「ｽｰﾊﾟｰ医進ｾﾐﾅｰ（高校

2年生対象）」→91名参

加。英数科の集中講義 

現役での医学

部医学科合格者

の増加(３０名の
達成) 
 
 
 

未達成 
・現役での医学

部合格者数 
２３名 
（参考） 
平成１８年度 
１９名 

 キャリア教育等を通じて、高

い志の実現に向け指導している

ところであり、特に、スーパー

医進セミナーによる学力の充実

を図るとともに、高校の理数科

対象に理数系活性化事業を行

い、難関理系学部への進学者増

を図っていく。 

(3)競技スポーツの振興 

  オリンピックや国際大会、全国大会で活躍できる

選手を育成するため、競技団体へのスポーツ医･科学

の導入支援､スポーツタレント発掘などジュニア期

からの一貫指導体制をとる競技団体の拡大等を通し

て、競技力の更なる向上を図る。 

・スポーツ医・科学診断、

測定に基づくトレーニン  
グの実施拡大 
・一貫指導体制を導入す

る競技団体の拡大 
  

① 国体天皇杯

順位：全国２０位

台中位以上 
 
 
 
 
 
 

② 国体参加団

体４０団体（４０

競技種目）のうち   

スポーツ医・科学

導入１５団体、一

貫指導体制の導

入２０団体 

① 未達成 
・第６２回国民

体育大会天皇

杯第３３位 
・入賞数は前回

並みだが、団体

競技での得点

が少なかった。 
 
② 達成 
・スポーツ医・

科学の導入団

体は１８団体、

一貫指導体制

の導入団体は

２２団体 

 ① 今大会での結果を分析して

次大会に生かすとともに、スポ

ーツタレント発掘事業により

ジュニア層からの強化策に取

組む。  
 
 
 
 
② スポーツ医・科学及び一貫

指導体制については、導入可能

な競技団体すべてにおいて導

入されており、今後の推進対策

として、スポーツタレント発掘

事業などと連携強化の取組み

を検討していく。 
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 ３ 「学び、考え、実践する」実学精神を養成する教育の展開 

事業計画  事業実施状況 達成目標 達成状況の点検・評価 今後の対応 

(1)キャリア教育の推進 

  望ましい職業観・勤労観及び職業に関する知

識や技能を身に付けさせ、自己の個性を理解し、

主体的に進路を選択する能力・態度を育成する。 
 ① 児童生徒の発達段階に応じたキャリア教育

の推進に向け、17・18年度策定の小中高教員

研修プログラムに基づき教員研修を行う。 
 ② 働く喜びや厳しさを学び、学習意欲の向上

に結びつけるため、中学校において、５日間

連続した職場体験を実施する。 
 ③ キャリア教育の視点から教育活動を見直

し、高校３年間の体系的な進路シラバスの作

成に取り組む。 
 ④ 地域の企業等と連携しながら、高校での就

業体験の充実を図るとともに、専門知識・技

能の習得に取り組む。 

① 教育センターにお

いて新研修プログラム

によるセミナーを開催 
② 連続５日間の職場

体験を１５市町村６８

校で実施 

③ 進路シラバスモデ

ル４校で実践するとと

もに全ての高校で進路

シラバス作成 

④・高校での就業体験

(ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ)の充実 

県立３６校（専門・総

合学科 86学級、普通科

23学級）で実施  

・教員による企業訪問 

（対象校４１校） 

1,89７社を訪問（H18

年度 1,299社） 

・専門知識技能の習得

各種技能検定（２級以

上の取得）へ受験 

① 新教育研修プログラム

による小・中・高教員の研

修実施 
② 連続５日間の職場体験

を中学校６８校で実施 
 
③ １８年度進路シラバス

作成モデル高校（４校）で

の実践への取り組みと全校

での進路シラバス作成 
 
④ 就職内定率の向上と、

高度な技能検定資格取得者

数の増加 
 

① 達成 
・研修実施 
 
② 達成 
・６８校で実施 
 
③ 達成 
・モデル校での

実践と全校で

のシラバス作

成実施 
④ 達成 
・就職内定率：

平成 20年 3月

卒業者：97.7％ 

( 平成 19年 3

月卒業者：

96.9％、 

・ 各種技能検

定（２級以上の

取得）12人（平

成 18年度：10

人） 

① 20年度は、小学校教員 
３０名を対象として実施す

る。 
② 生徒のキャリア形成に対 
する意欲を更に高めてい

く。 
③ 20年度は、モデル校での 
実践を踏まえながら各校で

作成したシラバスをもと

に、すべての県立高校で実

施する。 
④ 地域企業等との連携の一

層の推進、専門知識・技能

の習得を図る。 
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 ４ 教員の資質を高める仕組みづくり 

事業計画  事業実施状況 達成目標 達成状況の点検・評価 今後の対応 

(1)教員研修の充実 

① 研修体系全般を見直すとともに、公

立・私立学校合同による教員研修に取

り組むほか、校内組織の活性化や学校

目標の達成に向けたスキルアップの

ための研修を行う。 
② 教員が自らを振り返り、また学校現

場を主体に倫理観を向上させるため

の実践的研修を早急に計画し実施す

る。 

①・教員研修体系検討委員会で、中堅研修

（30 歳代後半）・校内研修の強化、また事

務職員研修の新設のほか、「総合的な人間

力」向上を目指す新研修体系モデル案を策

定 
・県内の小・中学校８校において各校４回

ずつ授業実践アドバイザーを派遣 
・指導力向上地区別講習会を各教育事務所

で４回ずつ実施（1,605人参加）。 
②・ 教職員資質向上推進委員会の活動と
して、県立学校で毎月 1回の「学校一斉
退校日」の設定(平成 20年度より適用 ）
等を実施 
・ 教職員個々の意識改革に向けた取組み 
 として、倫理高揚のため県教育センター 
において研修体系の見直し（平成 20年 
度より適用）を実施 
・ 各学校で校内倫理委員会を開催し、学

校を主体とする研修計画の検討を行っ

た。 

① 研修体系全

般の見直し検討 
 
 
 
 
 
 
 
② 教員懲戒処

分件数の対前年

度減少    

① 達成 
・新研修モデル

案を策定 
 
 
 
 
 
 
② 達成 
・教員懲戒処分

件数３月末で

１７件（前年同

月末３４件） 

 

① 教育センターにおける研 
修等を実施し、さらにより

よい研修となるように検証

を進める。 

 
 
 
 
 
② 引き続き減少に努める。 
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事業計画  事業実施状況 達成目標 達成状況の点検・評価 今後の対応 

(2)教員評価・学校評価の拡大 

① 教員が課題を的確に把握し、意欲的に自己啓

発や指導力向上に取り組む契機となるよう、教

員評価の試行拡大と検証を行う。 
② 生徒による授業評価や学校評議員・保護者等

による学校評価の取組みを充実する。 

① 国の研究業務委託校

７校を除く全ての県立学

校において教員評価を実

施 
（H18年度 46.2％） 

 

②-1 全ての県立高校に
おいて生徒による授業評

価を実施 
 
 
②-2 全ての県立高校に
おいて学校評議員・保護

者等による学校評価を 
実施 
（H18年度 100％） 

① 国の研究業務委託校

７校を除く県立学校にお

ける教員評価実施校割

合：１００％  
（H18年度 46.2％） 

 

②-1 県立高校における
生徒による授業評価実施

校割合：１００％ 
（H18年度 77.6％） 

 
②-2 県立高校における
学校評議員・保護者等に

よる学校評価の 実施校
割合：１００％ 
（H18年度 100％） 

① 達成 
・１００％実施 
 
 
 
 
②-1達成 
・１００％実施 
 
 
 
②-2達成 
・１００％実施 

① 今後は、市町村立小中学 
校も含めたすべての学校で

教員評価の試行を行うとと

もに、教員の資質向上への 

活用を継続していく。 

 
②-1 教員の授業改善に資す
るために、引き続き授業評

価の実施を進めるととも

に、評価方法の改善等によ

る授業評価の充実を図る。 
②-2 １９年末に学校教育法
施行規則が改正され、学校

評価ガイドラインが改訂さ

れたことを受け、学校関係

者評価や評価方法・公表等

について検討する。 
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事業計画  事業実施状況 達成目標 達成状況の点検・評価 今後の対応 

(3)公募による校長の登用 

社会で培われた幅広い経験や組織運営の発想

を活かし、学校に社会の風を吹き込むことによ

り、学校教育の活力を高めるため、公募による

校長登用に向けた取組みを進める。 
 
 
 
 
 
 

・  応募者が 19名あり、

その中から 2次にわた 

  る選考試験を経て合格

者 1名を選定し、採用 

  を内定 

・  当該採用決定者に対

し必要な研修を行い、 

平成 20年４月より県

立米沢商業高等学校に 

登用決定 

 

求める校長像を明らかに

した上での公募の実施、及

び選考試験の実施と合格者

に対する研修の実施 

 

 

 

 

 

 

 

達成 
・高校校長とし

て１名内定・研

修実施 
 
 
 
 
 

公募による校長登用の効

果検証を行うとともに、今後

は小中学校の校長の登用に

ついても取り組んでいく。 
 
 
 
 
 
 

(4)障がい者雇用の推進 

県教育委員会における障がい者の雇用率は、

法定雇用率を下回り、全国下位であるが、これ

を改善するため、教職員の採用において、新た

に障がいのある方の特別選考を行うとともに、

障がいのある職員数の適確な把握に努める。 
 

・平成 20年度採用試験に

おいて、障がい者特別  

選考を実施し、1名合格 

・障がいのある職員に調

書への記入及び管理職に

面接等での把握を依頼 

・特別支援学校卒業者を

特別支援学校の臨時職 

員（2名）として採用す

るために 20年度当初予

算に措置 

厚生労働省が設定した20

年 12月末における障がい

者雇用率達成指導目標

1.17％を 19年 12月末にお

いて達成 

達成 
・平成 19年 12

月末における

障がい者雇用

率：1.29％ 

(参考）平成

１８年１２月

末：1.14％ 

 

雇用率の維持・拡大に向け、

なお一層の取組みを進めてい

くとともに、障がい者雇用の

促進を関係機関にも働きかけ

ていく。 
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事業計画  事業実施状況 達成目標 達成状況の点検・評価 今後の対応 

(5)学習指導の充実等に専念できる環境づくり（ゆ

とり創造） 

教員がゆとりを持って学習指導や自己研鑽に取

組むことができるような環境を整えるため、モデ

ル校等の先進的な取組みを全県に波及させるた 

めの研修会(先進事例研修会)を実施するととも
に、「魅力ある教師づくり推進協議会」の提言の具

体化に向けて取り組む。 

・4月提言を各中学校へ

配布し啓発 
・4月～モデル校での実

践 
・7/4 中学校の中堅教員

を対象にしたマネジメン

ト研修会（先進事例研修

会）を開催 
モデル校での実践事例の

紹介 
・10/29 部活動のあり方

検討会の開催（県中学校

長会長、県中体連会長、

教育事務所長） 
・11/13県中学校長会理

事会での周知、協力依頼 
・1月下旬「多忙感に関
するアンケート調査」 
・3月モデル校実践事例
集の作成、配布 

① 先進事例研修会への

中学校の参加率：９０％ 
 
 
 
 
② ゆとり創造のための

具体的方策の立案と実施 
 
 
 
 
 
③ 「教員の多忙感に関

するアンケート調査」に

よる実態把握 

① 達成 
・先進事例研修

会への中学校

の参加率 114

校が参加、参加

率 92％ 

② 達成 
・先進事例や研

修内容を生か

した業務削減

がなされるよ

う各中学校へ

の啓発を実施 
③ 達成 
・モデル校教員

を対象とした、

「教員の多忙

感に関するア

ンケート調査」

を実施 

外部人材の活用を図りなが

ら、教員のゆとり創造の取組

みを市町村教育委員会と連携

しながら推進していく。 
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（重点項目）地域の自然や文化、知恵の伝承、体験を通じた、山形ならではの人づくり 

 ５ 地域文化の伝承と発展に向けた活動の拡充 

事業計画  事業実施状況 達成目標 達成状況の点検・評価 今後の対応 

(1)「山形ふるさと塾」の展開 

① 子どもの社会力の育成 
  子どもたちの郷土に対する愛着を育み社会力の育成を図る

ため、市町村と連携し県内全域において、「山形ふるさと塾」

を県民運動として展開する。 
② 地域コミュニティーの活性化 
  山形ふるさと塾の活動を通して地域を再発見し、地域コミュ

ニティーの活性化を図る。 
③ 活動の記録・保存コンテンツの内容充実  
  山形ふるさと塾の活動により、掘り起こされた活動・資源を

確実に記録・保存し、伝承する。 
   

①・推進協議会の開

催（県、各地域） 
・語り部の資質向上

のための研修会の

開催 
・総合的な学習の時

間の利用 
②・市町村が行う伝

承活動への助成 
・地域づくりに貢献

した塾の顕彰 
③・山形ふるさと塾

アーカイブス（ホー

ムページ）の充実 

山形ふるさと

塾活動に賛同し、

活動する団体数： 

２００団体 

 達成 
・山形ふるさと塾

活動に賛同し、活

動する団体実

績：２００団体 
 

 

平成 20年度以降は、地
域の文化伝承活動に参加

する子どもたちによるフ

ェスティバルの開催や

様々な広報活動を行い、

県民へのさらなる周知と

ともに、登録団体間の連

携強化を図っていく。 
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（重点項目）自然と環境と親和する山形文化の発信・貢献 

 ６ 山形が育んだ環境と親和する山形文化の発信・貢献 

事業計画  事業実施状況 達成目標 達成状況の点検・評価 今後の対応 

(1) 世界遺産登録に向けた取組み 

 ① 世界遺産登録を長期的な目標に、山形が育んだ環

境と親和する山形文化を理解、体験、発信し、シン

ポジウム開催や中核となる民間団体を育成するな

ど、県民・民間・行政が一体となった県民運動を推

進する。 
 ② 世界遺産候補資産について、学術的・専門的な観

点からの資産価値の分析・証明を行う。 

①・周知パンフレットの配布 
・世界遺産育成推進委員会開催 

・世界遺産シンポジウム開催 
・美しい山形最上川フォーラム

講演 
・県立博物館世界遺産講座開催 
・ 世界遺産学術公開講座開催 
 等 
②・世界遺産育成学術研究会開

催 
・学術研究委員現地視察、検討

会 
・文化庁調査官現地調査 
・「最上川文化研究部会」開催 
・文化庁に世界遺産提案資料提出 
・最上川の重要文化的景観調査

検討委員会開催  
 等 

世界遺産

暫定リスト

への追加記

載 

未達成 
・国への申請手

続きは完了し

たが、国の暫定

リスト掲載の

可否決定の時

期が平成 20年
の秋口となっ

た。 
 

県民・民間・行政等が一

体となった全県的な県民運

動の推進を図るとともに、

最上川の資産価値について

の更なる調査・分析・研究

や、国内外への情報の発信

などに積極的に取り組んで

いく。 
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（重点項目）子どもを産み育てやすい環境づくり 

 ７ 結婚から出産、育児に至るプロセスにおける支援基盤の整備 

事業計画  事業実施状況 達成目標 達成状況の点検・評価 今後の対応 

(1)私立幼稚園に対する支援 

① 人件費等経常的な経費や、幼稚園が取り組む｢預か

り保育｣・｢施設等の地域開放｣などの子育て支援事業

に対する助成を行う。 
② 子育て支援事業に対するニーズ調査の結果を踏ま

え、助成制度の見直しに向けた検討を行う。 
③ 県健康福祉部と連携しながら、認定子ども園への

移行促進に向けた啓発を行う。 
 

① 経常的経費に対す

る補助金支払い 
② 制度の見直しが必

要か否かを含めた関係

団体との事業打合せ 
③ 認定こども園への

移行を模索している園

と打合せ、啓発 
 

地域開放の実

施率：６１％ 
 
 
 
 
 
 
 

達成 
・地域開放の実施

率：６１％ 
（87園中 53園） 
〔参考〕 平成 18年

度実施率：５９％ 
 
 
 
 

今後も実施園の増加ととも

に、地域の子育て支援、相談

機能の充実を図っていく。 

(2)私立高等学校等に対する支援 

 ① 私立高等学校の人件費など経常的な経費等に対し

助成する。 
 ② 経済的理由等により修学が困難な世帯に属する者

の授業料負担を軽減した私立高等学校に対する助成

を行う。 
 ③ 再構築を図った助成制度の検証を行う。 

① 経常的経費に対す

る補助金支払い 
② 関係団体への説

明、チラシの配布等に

よる制度周知活動 
③ 関係団体との事業

打合せ 
授業料軽減補助金に

ついては、19年度の制
度を検証するととも

に、課税状況調査を基

に、次年度積算に反映 

経済的理由に

よる退学者数の

対前年減少 

未達成 
・平成 19年度 18人 
（参考） 
平成 18年度16人 
平成 17年度16人 

 
 

平成 20年度は、授業料軽減

補助対象となる世帯を拡充す

るとともに、補助単価の引上

げを行うこととしており、こ

れにより、経済的理由による

退学者数の減少を図ってい

く。 




